
平成２８年度一般会計・特別会計・企業会計決算の概要 

一般会計

１ 決算規模 

歳入総額  ３０６億６，００５万円 （前年度比△７.０％）
前年度 ３２９億７，９８２万円

歳出総額  ２９３億８，７６２万円 （前年度比△３.７％）
前年度 ３０５億２，３６９万円

＊表示単位未満四捨五入

歳入総額は３０６億６，００５万円で、前年度に比べ２３億１，９７７万円、７.０％の減少
となりました。

歳出総額は２９３億８，７６２万円で、前年度に比べ１１億３，６０７万円、３.７％の減少
とりました。

この結果、繰越事業に充当される財源２億１，６９１万円を除くと実質収支額は１０億５，

５５３万円となりました。

〔単位：千円、％〕

区 分 ２８年度 ２７年度 増減額 増減率 ２６年度 

歳入総額 ３０,６６０,０５１ ３２,９７９,８１９ △２,３１９,７６８ △７.０ ３２,２３４,０５４ 

歳出総額 ２９,３８７,６１８ ３０,５２３,６９４ △１,１３６,０７６ △３.７ ３０,４１６,９７８ 

歳入歳出差引 １,２７２,４３３ ２,４５６,１２５ △１,１８３,６９２ △４８.２ １,８１７,０７６ 

翌年度へ繰り越すべ

き財源 
２１６,９０６ １６８,９２７ ４７，９７９ ２８.４ ２０８,１３１ 

実質収支額 １,０５５,５２７ ２,２８７,１９８ △１,２３１,６７１ △５３.９ １,６０８,９４５ 

２ 歳入決算の特徴  

（１）市税 

歳入の大半を占める市税は、１７０億４千３百万円で、前年度に比べ８億５千９百万円、

４．８％の減少となりました。減少の主な要因は法人市民税で、前年度に比べ１０億１千５

百万円、１８．５％の減少となりました。

（２）地方交付税 

地方交付税は、２６億２千万円で、普通交付税において２６年度から合併算定替の縮減が

開始されたことなどの要因により、前年度に比べ８億９百万円、２３．６％の減少となりま

した。 

（３）国庫支出金 

国庫支出金は、２３億３千２百万円で、認定こども園整備終了に伴う保育所緊急整備事業

補助金等の減少により、前年度に比べ１億１千万円、４．５％の減少となりました。 

（４）県支出金 

県支出金は、１８億６千５百万円で、前年度に比べ１千７百万円、０．９％の減少となり

ました。ＪＡ愛知みなみの施設整備に対する園芸農産物振興・農産物流通対策事業補助金の

減少が主な要因となっています。 

（５）寄附金 

寄附金は、１億６千７百万円で、前年度に比べ１億６千万円、２，１７５．１％の増加と

なりました。ふるさと応援寄附金の大幅な増加が主な要因となっています。 



（６）繰入金 

 繰入金は、４千７百万円で、前年度に比べ６億７千万円、９３．５％の減少となりまし

た。昨年度は財源不足を補うために財政調整基金から６億８千５百万円の繰入れを行いま

したが、本年度は財政調整基金からの繰入を行わず、基金残高の確保を図ったことにより

減少となりました。 

（７）市債 

市債は、田原駅周辺整備や福江地区まちづくり事業等に対する借入れのほか、臨時財政

対策債を３億５千万円発行しましたが、臨時財政対策債の借入金額が昨年度より２億円減

少したことにより、総額１１億４千２百万円、前年度比５千３百万円、４．４％の減少と

なりました。

３ 歳出決算の特徴と主な事業

（１）総務費 

総務費は３３億９百万円〔△14.4％、△5.6 億円〕で、大規模事業推進基金への積立金

の減少等により減少となりました。 

決算額 

（対前年度伸び率） 

財政調整基金・ふるさと応援基金等積立

まち・ひと・しごと創生推進（定住・移住促進奨励金など）

シティセールス推進

４億９千１百万円

（41.0%減）
６千２百万円

（668.7%増）
５千５百万円

（5,439.3%増）

（２）民生費 

民生費は８０億１千１百万円〔1.4％、1.1 億円〕で、低所得者に対する臨時福祉給付

金等により増加となりました。 

臨時福祉給付金支給（年金生活者等臨時福祉給付金含）

認定こども園・幼稚園運営支援（施設型給付費など）

１億７千３百万円

（162.3%増）
２億４百万円

（730.6%増）

（３） 衛生費 

衛生費は２６億５千２百万円〔14.5％、3.4 億円〕で、新たに造成した地域医療推進基

金への積立金等により増加となりました。 

地域医療確保対策（地域医療推進基金積立） ３億１百万円

（皆増）

公的病院運営支援 ２億円

（72.0%増）
ごみ収集 ２億７千１百万円

（0.2%増）

（４）農林水産業費 

農林水産業費は１９億９千９百万円〔△28.9％、△8.1 億円〕で、土地改良区への農道

舗装償還金の償還終了や園芸農産物振興・農産物流通対策事業補助金の減少等により大幅

な減少となりました。 



農業経営活性化

（ＪＡ愛知みなみライスセンター施設整備補助など）

４億３千７百万円

（14.9%減）
農村振興総合整備（集落環境整備) ７千２百万円

（35.3%増）

（５）商工費 

商工費は９億８千１百万円〔12.9％、1.1 億円〕で、企業立地奨励金の交付増により増

加となりました。 

立地誘導・活動支援（企業立地奨励金など） ５億７百万円

（75.3%増）

（６）土木費 

土木費は４０億５千３百万円〔2.4％、1.0 億円〕で、田原地区まちづくり事業等により

増加となりました。 

田原地区まちづくり（用地取得・測量設計など） ７億７千４百万円

（1,023.0%増）
道路整備（道路改良・交通安全施設整備など） ４億２千２百万円

（32.0%減）
公共交通推進（コミュニティバス関係） １億５千１百万円

（3.1％増）

（７）消防費 

消防費は１６億２千９百万円〔△9.7％、△1.8 億円〕で、消防車両整備事業の減少等に

より減少となりました。 

防災施設整備（津波避難マウンド整備） １億９千６百万円

（716.9%増）
消防団施設整備（消防団詰所・車庫整備） ６千３百万円

（28.4%減）
救急車両整備 ３千３百万円

（皆増）

（８）教育費 

教育費は３５億４百万円〔1.2％、0.4 億円〕で、野田小学校屋内運動場整備事業等によ

り増加となりました。 

小学校管理運営（長寿命化、廃校解体工事など） ２億４千８百万円

（43.0％減）
野田小学校整備（屋内運動場整備） ３億８千９百万円

（2,821.7%増）
白谷海浜公園陸上競技場運営（第 4種公認更新など） ６千２百万円

（411.1％増）

（９）公債費

   公債費は３０億２百万円で〔△8.5％、△2.8 億円〕で、過去に借り入れた高金利の市債

の償還終了等により減少し、平成２８年度末の市債残高は、１９６億７千万円〔△7.9％、

△16.8 億円〕となりました。



特別会計

国民健康保険、公共下水道事業、農業集落排水事業、田原福祉専門学校、介護保険及び後期高

齢者医療の６特別会計の決算総額は次のとおりです。

歳入決算額は１７４億４９６万円で、前年度に比べ３億５，６４９万円の減少となりました。

歳出決算額は１６５億２，１４５万円で、前年度に比べ８億８９万円の減少となりました。

（単位：千円、％）

会 計 

決   算   額 

歳  入 歳  出 

２８年度 ２７年度 増減率 ２８年度 ２７年度 増減率 

国民健康保険 9,297,784 9,310,641 △0.1 8,968,673 9,159,456 △2.1 

公共下水道事業  1,719,727 1,943,018 △11.5 1,656,688 1,893,148 △12.5 

農業集落排水事業 948,653 1,129,476 △16.0 850,959 1,043,264 △18.4 

田原福祉専門学校 124,161 119,556 3.9 124,154 119,359 4.0 

介護保険 4,624,366 4,606,760 0.4 4,234,456 4,456,829 △5.0 

後期高齢者医療 690,265 651,996 5.9 686,515 650,279 5.6 

計 17,404,956 17,761,447 △2.0 16,521,445 17,322,335 △4.6 

◆一般会計及び特別会計の決算規模（水道事業会計を除く） 

  歳入総額  ４８０億６,５０１万円（前年度比△5.3％） 
          ２７年度決算歳入総額 ５０７億４,１２７万円 

  歳出総額  ４５９億９０６万円（前年度比△4.0％） 
          ２７年度決算歳出総額 ４７８億４,６０３万円 

企業会計

 水道事業会計 

 消費税等込み（単位：千円、％） 

区分 ２８年度 ２７年度 増減額 増減率 

収益的収入 1,353,021 1,391,171 △38,150 △2.7 

収益的支出 1,310,199 1,289,776 20,423 1.6 

差引 42,822 101,395 △58,573 △57.8 

資本的収入 44,510 33,948 10,562 31.1 

資本的支出 391,298 363,295 28,003 7.7 

差引 △346,788 △329,347 △17,441 △5.3 



健全化判断比率及び資金不足比率

（単位：％）

区分 ２８年度 ２７年度 早期健全化基準（注） 財政再生基準 

実質赤字比率 ― ― １２．１９ ２０．００ 

連結実質赤字比率 ― ― １７．１９ ３０．００ 

実質公債費比率 ６．４ ７．７ ２５．０ ３５．０ 

将来負担比率 ― ― ３５０．０  

資金不足比率 ― ― ２０．００  

（注）資金不足比率については、「経営健全化基準」となります。

実質赤字比率及び連結実質赤字比率の「―」表示は、実質赤字及び連結実質赤字がないことを

表します。

将来負担比率の「―」表示は、将来負担額を充当可能財源額が上回っていることを表します。

資金不足比率の「―」表示は、資金不足が生じていないことを表します。

他の数値はいずれも早期健全化基準等を下回るため健全な状況であるといえます。


